
国産ブドウ100％にこだわり、「北海道産ワイン」を造り続ける北海道ワイン株式会社。ブドウ栽培の担い手不足や、繁忙期
の業務負荷といった課題を解決するためDXに取り組んでいます。今回は、道内の大学や行政とも連携したスマート農業の
研究開発や、自社の主軸事業であるワイン醸造にデジタル技術を取り入れることでどのような未来を描いているのか、同
社経営企画室でDX推進に取り組む眞崎 晃文氏にうかがいました。
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大量の原料受け入れ業務が 
現場の大きな負担に

北海道ワインは、道内2ヵ所の直
轄農場に加え、多くの契約農場で
栽培されたブドウを原料とするワ
インメーカーです。年間生産量は
200万本を超え、その原料となる
国産ブドウの受入量は日本一を誇
ります。そのため、膨大な量の原
料管理が課題となっていました。
「ブドウは農産物ですから、収穫

時期が一定期間に集中します。品
種によって多少の違いはあります
が、9月から10月にかけての収穫
期には一日あたり80トンものブド
ウを受け入れる日もあり、その計
量や受け入れ処理に追われるた
め、従業員が残業を余儀なくされ
ることも多くありました」（眞崎氏）

持ち込まれたブドウは品種ごと
に計量され、何がどれだけあった
かを記載した伝票を発行します。
これらの作業はすべて手書きで

行われ、さらに作業終了後には担
当者が伝票の内容を社内システ
ムへ再入力します。そのため、作
業効率が低いだけでなく入力ミ
スが発生することもありました。
こうした課題を解消し、業務の効
率化と作業員の負担軽減を図る
ため、同社は「原料受入データ管
理システム」を導入しました。

仕入れ時の計量・伝票作成と 
データ入力を自動化

「原料受入データ管理システム」
は、2021年から経済産業省のデ
ジタル化支援事業の採択を受けて
開発を進めてきました。開発にあ
たっては、計量・演算機能を外部
の開発業者が担当し、データ入力・
管理システムなどとの連携部分は、
社内の情報システム管理部門が自
社開発で進めていきました。

「9月・10月の収穫期は工場の
人手が不足するため、ほかの部
署から応援を出すこともあり、情
報システム部門のメンバーも実際
にブドウの受け入れを経験してい
ました。そのため、現場を理解し
た上で、どこに負担があり、どの
ように改善すれば時短や負担軽減
につながるのかを『自分ごと』とし
て考えることができました。その
結果、現場にとって本当に使いや
すい、効率的なシステムになった
と感じています」（眞崎氏）

また、支援事業の補助金を活用
してデジタル化に対応した計量器
を2台導入しました。この計量器
から取得されたデータは「原料受
入データ管理システム」へと自動
送信され、伝票発行までを一連の
流れで処理できます（写真①②③
参照）。これにより、伝票の手書

農家の方でも扱いやすい操作性
の実現が課題です」（眞崎氏）

また、収穫期までの草刈り、害
虫駆除といった日常的な農場作業
にも自動化の余地があり、期待を
寄せています。
「農場は広大な土地ですので、春

から夏にかけての営農期は草刈り
や防除（病害虫からブドウを守るた
めの栽培管理の一つ）が続きます。
北海道とはいえ真夏は気温30度を
超える日も続きますし、負担が大
きいため、こうした作業をロボット
が代替できれば、効率化だけでなく、
農場で働く人への負担軽減にもつ
ながると考えています」（眞崎氏）

DXの成功体験により 
高まる改善意識

「原料受入データ管理システム」
の導入により現場の負担軽減が
実現したことで、社内にも前向き
な変化が生まれていると眞崎氏
は話します。
「導入前は『本当にできるのか』

と不安視する声もありました。私
自身も、現場に混乱が生じるので
はという懸念は持ちつつも、現場
の労力に依存した経営には限界
があると感じていたため、このシ
ステム導入には大きな期待を寄
せていました。結果として、負担
軽減の効果を最も実感している
のは現場の従業員だと思います。
この成功体験により、『ここも効率
化したい』といった改善のアイデ

アも出やすくなりました」（眞崎氏）
こうした取り組みにとどまらず、

眞崎氏自身も業務改善のための
ツール開発に挑戦するようになり
ました。
「2025年頃から生成AIを業務に

取り入れています。企画立案に活
用するだけでなく、ワインの在庫
管理などアナログで行われている
業務にも使えたらと思い、Google 
Apps Script（Googleが提供する
自動化ツール）を活用し、在庫管理
用の表計算シートなどと連動して
在庫量の変化を自動で管理できる
仕組みを構築し、現場で運用して
います。また、環境保全の取り組
みの一環として、経理データから
二酸化炭素排出量を算出するシス
テムも作成しました。その結果、
電力依存の高さやタンク冷却に使
う水のコストの負担など、当社が
抱えるエネルギーリスクの存在に
も気づき、その対策を進めている
ところです」（眞崎氏）

農業関連企業にとって、収穫期
の繁忙は避けられません。今は
人手で対応できていても、人口
減少が深刻化する中、今後も同じ
体制で維持できるとは限りませ
ん。だからこそ、一人ひとりの業
務負荷を適正化するデジタル化
への取り組みは重要です。

き作業が不要となり、作業時間が
大幅に短縮されました。
「導入前と比較して、繁忙期の

残業時間は一日あたり約2時間削
減されています。また、ヒューマ
ンエラーによる入力ミスもなくな
り、作業効率も大きく改善しました」

（眞崎氏）

官・学と連携した共同研究で 
スマート農業の可能性を探る

原料受入業務のDXを通して劇
的な業務改善に成功する一方で、
同社は持続可能な農業の実現を
目指す取り組みにも力を入れて
います。北海道に限らず、高齢化
による離農や新たな担い手の不
足は国内でも深刻な課題であり、
デジタル化によって負担が軽減で
きれば、農業の持続可能性向上に
も貢献できると考えています。
「北海道大学で農業ロボットなど

の研究をされている野口 伸教授
（現・理事／副学長）とのご縁から、
道内にある当社の直轄農場にてス
マート農業や自動化の共同研究を
しています。具体的には、北海道
大学が開発したシステムを搭載し
た自動走行カートや、AIカメラに
よる植物の病気判定などの実証を
行っています。ロボットハンドを用
いた自動収穫も技術的には実現に
近づきつつありますが、現時点で
はまだ人の手のほうが作業スピー
ドで勝っています（写真④参照）。
今後は処理速度の向上や、一般の
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ドウ100％使用の日本ワイン醸
造・販売、営農指導やワイナリー
ツアーを通じたワイン文化の醸
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「持続可能な生産」
関連記事もWebで！
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一日80トンのブドウを迎える繁忙期の負担を軽減
持続可能な生産を支えるワインメーカーのDX戦略
北海道ワイン株式会社

原料受入データ管理システム
①農家から届けられたブドウ
を計量器へ　②受け入れたブ
ドウを計量　③計量結果は自
動でシステムへ送られる

写真④／ロボットハンドによる自動収穫の実証実験
提供：北海道大学 生研支援センター事業「オープンイノベーション研究・実用化推進事業」より
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